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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 阿川敏恵氏の博士学位請求論文  Investigating L2 Learning Motivation of Japanese 
University Students: Self-determination Theory and its Applications.（日本人大学生外国語学習
者の動機づけ研究–自己決定理論の検討と応用）は、５つの研究を中核として、以下の８
章から成り立っている。 
 
第１章：Introduction（序章）  
第２章：Literature Review（先行研究の概観）  
第３章：  Study 1（研究 1  自己決定理論と質問紙の量的アプローチによる検証）  
第４章：  Study 2（研究 2  欲求充足と動機づけの関係の質的アプローチによる検証）  
第５章：  Study 3（研究 3  質問紙の開発）  
第６章：Study 4（研究 4  質問紙の検証）  
第７章：Study 5（研究 5 自己決定理論にもとづいた教育介入の影響）  
第８章：Conclusion and Implications（結論と示唆）  
References（参考文献、85編）  
Appendices (A-E)（付録）  
 
第二言語習得 (second language acquisition: 以後 SLA) の分野において、第二言語・外国
語（L2）学習者の動機づけについては様々な研究が行われている。この際、いくつかの理
論的枠組みが使用されているが、その 1 つが自己決定理論（Self-determination theory: 以後
SDT）(Deci & Ryan, 1985, 2000, 2002) と呼ばれる理論である。SDT は様々な国々において、
そして多岐にわたる研究分野（たとえば、医療、スポーツ）でその妥当性が示されている
（Deci & Ryan, 200）が、日本における外国語としての英語  (English as a foreign language: 以
後、EFL) への動機づけを調査した SDT 研究では、理論に合致したものと、しないものの、
両方の結果が得られている（たとえば、Dei, 2011; Hiromori, 2006a, 2006b; Maekawa & 
Yashima, 2012; Sakai & Koike, 2008; Shirono, 2009; Tanaka & Hiromori, 2007; Otoshi & 
Heffernan, 2011）。このような現状を踏まえ、日本の EFL 環境における SDT 研究で一貫し
た結果が得られていない原因を明らかにし、（１）SDT 理論への理解を深めること、（２）
日本人大学生 EFL 学習者の動機づけをより良く理解すること、そして （３）日本人大学
生 EFL 学習者の動機づけを高めるための提案をおこなうこと、を目的として、本博士論文
は執筆されている。  
第１章では、まず本研究のきっかけとなった、日本の EFL 環境での SDT 研究の現状、
ならびに問題点が簡潔に提示されており、続いて問題点の解決のための具体的ステップ（本
博士論文全体の研究デザイン）および各章の概要が述べられている。  
第２章では、先行研究の文献調査と、それに基づく問題点の指摘を行い、本博士論文の
研究課題を提示している。具体的には、まず、SLA 分野における SDT 研究の理論的背景を
概観し、続いて日本の英語学習（EFL）環境での SDT 研究の問題点について指摘を行って
いる。それによると、ヒトは生得的に３つの心的欲求（自律性、有能性、関係性）を持ち、
それらが充足されることによって、より内発的に動機づけられるとされているが、日本の
EFL 環境における SDT 研究においては、この関係性が必ずしも実証的に確認されないとい
う。この理論と実証データの不一致に関しては様々な説明が可能であるが、筆者は特に日
本の EFL 環境における SDT 研究で利用されている質問紙に問題点がある可能性を指摘し、
その検証の必要性を説いている。  
続く第３章（Study 1）では、日本の EFL 環境における（１）SDT 理論の検証ならびに、
（２）SDT 研究において広く使用されている質問紙 （廣森 , 2006a）の検証をおこなって
いる。検証方法としては、質問紙調査を実施し、回答データを共分散構造分析  (SEM) で
分析して検討するという方法をとっている。調査にあたっては、複数の大学の異なる学部
からデータを収集し、様々な特徴をもつ日本人大学生 EFL 学習者からの回答を得ている。
検証の結果、理論と質問紙の妥当性は充分に確認できず、理論のさらなる検討と質問紙の
改訂の必要性が提示された。  
第４章（Study 2）では、前章の議論を踏まえ、SDT の提唱する因果関係とその質問紙項
目への反映に関して、さらなる検証をおこなっている。量的手法を用いた Study 1 とは異
なるアプローチを採用し、面接調査を実施して学習者の心的欲求の充足と L2 動機づけの
関係を詳しく調査する研究となっている。その結果、日本人大学生の EFL 学習者の中には、
「自律性」への欲求充足（従来の日本の EFL 環境での SDT 研究の定義では、自由裁量を
与えられること）によって、動機づけが高まる学生がいる一方で、自由裁量を与えられる
とかえって英語学習への動機をなくしてしまう学生がいることが示された。「有能性」への
欲求充足が動機づけに与える影響については、理論どおりの因果関係が確認された。また
「関係性」への欲求充足と動機づけについては、おおかた理論に沿った因果関係が確認さ
れた。調査の結果を受けて筆者は、日本の EFL 環境における SDT 研究においては、「自律
性」の欲求を「自由裁量を得たいという欲求」だと定義づけることに問題があるとし、定
義の見直しと、改訂した定義に基づいた質問紙の開発を提案した。  
第５章（Study 3）では、Study 2 の結果をうけて、まず SDT の構成概念の定義を原典（Deci 
& Ryan, 1985）や SDT の先行研究に拠って見直し、SDT を日本の EFL 環境に応用した場合
の定義を再考した。次に改訂された定義に基づき、新しい質問紙項目を提案した。この新
項目を含む質問紙（新質問紙）に対しては、専門家によるチェック、探索的因子分析  
(Exploratory Factor Analysis: EFA)、内的信頼性の検討が行われた。その結果、新質問紙は従
来のものに比べ、妥当性・信頼性がより高いことが示された。しかしながら、阿川氏は新
質問紙にはさらなる検証が必要であること（つまり異なるサンプルでの結果検証の必要性）
を指摘し、これを今後の研究課題とした。  
続く第６章（Study 4）では、Study 3 の議論にもとづき、新質問紙の異なるサンプルでの
検証をおこなった。この研究では、複数の大学の様々な学部・学科において収集されたデ
ータを確認的因子分析  (Confirmatory Factor Analysis: CFA) ならびに構造方程式モデリン
グ（Structural Equating Modelling: 以後 SEM）を用いて検証したところ、ここでも理論に沿
った結果を得て、新質問紙の妥当性を示すことに成功した。さらに、SEM によって SDT
の提唱する関係（含む因果関係）が確認されたことで、日本の EFL 環境での SDT の妥当
性に関しても、これを支持するデータを提示したこととなった。Study 4 で新質問紙の検証
がなされたことで著者は、次なる研究の方向性として、SDT にもとづく教育介入を実施し、
その影響を新質問紙で測定することを提案した。  
第 7 章（Study 5）では、Study 4 での提案をうけ、SDT にもとづいた教育介入の影響を
調査した。また、新質問紙を用いて EFL 学習者の動機づけの変化を測定することにより、
その感度までを検証した。ここでは２つのグループ  (treatment group: TG と  contrast 
group: CG) を設け、それぞれのグループに対して別々の種類の資格試験対策授業を実施し
た。具体的には、TG には SDT にもとづいて 3 つの心的欲求を充足させるような教育介入
を行い、CG には伝統的な試験対策授業のみを行った。9 カ月の授業期間の前後で両グルー
プの心的欲求の度合いと動機づけの強さを測定したところ、SDT にもとづいた教育介入を
受けた TG では、心的欲求の度合いが向上し、内発的動機づけなどの自己決定度合いの高
い動機づけが高まったことが示された。一方で CG では、心的欲求の度合い、動機づけ共
に有意な変化は見られなかった。これらのことから、SDT にもとづく教育介入は、日本人
大学生英語学習者の心的欲求を充足して、動機づけを高めることが確認された。また、Study 
3 で開発した新質問紙の感度が十分に高く、日本人大学生 EFL 学習者の動機づけ変化を捉
えることができることも確認された。  
 本博士論文の最終章である第８章では、これまで報告した５つの研究が持つ限界点と、
本論文で報告された研究結果の要約が記述されている。それによると、（１）SDT に沿っ
た教育介入によって、日本人大学生 EFL 学習者の動機づけを高めることができること、
（２）新質問紙が日本人大学生 EFL 学習者の動機づけを従来のものよりも正確に測定でき
ること、そして（３）日本の EFL 環境においても SDT の枠組みが妥当性を有しており、
利用可能であるという結果であった。最後に、今後の研究の方向性として、（a）「自律性」
と「関係性」の相互作用について調査する必要があること、（b）「関係性」の欲求充足が
L2 動機に与える影響についてミクロの視点から検討する必要があること、および、（c）
Study 5 で実施した教育介入の効果について、対象者を変えてさらに追試をおこなう必要性
があることを指摘し、本論文を締めくくっている。 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
 論文の提出に先立ち、提出要件審査委員会（委員：竹内 理、八島智子、水本篤各氏）
は、阿川敏恵氏が本研究科の定める「博士論文（課程博士）審査に関する覚書」の論文提
出基準を満たしているかどうか確認した。その結果、同氏は、１）必要単位（10 単位）を
取得済みであり、博士論文のテ− マと関連する分野で ２）論文４編（査読あり国際誌掲載
論文２編、査読あり全国学会紀要掲載論文１編を含む）、３）口頭発表４回（うち国際大会
３回、全国大会１回を含む）を有し、４）博士論文聴聞会（平成 28 年６月４日）も重大な
問題の指摘なく終了しており、論文提出のすべての要件を満たしていることが確認できた
ため、研究科委員会（平成 28 年 7 月 27 日開催）に報告し、同氏からの論文提出を承認す
る決議を得た。これを受けて平成 28 年 9 月 26 日に阿川氏から提出された論文を学位請求
論文として受理し、研究科委員会（平成 28 年 10 月 12 日開催）において承認された論文審
査委員会（主査：竹内 理、副査：八島智子、副査：水本 篤各氏；学外委員：林日出男
熊本学園大学教授）での審査に入った。また、同時に所定の閲覧期間と手続きをもって、
研究科構成専任教員への論文開示も行った。  
 提出された英文論文（143 頁）では、広範囲に文献の渉猟を行っており、References に
記された参照論文の数は 85 編にのぼる。これらの文献を研究テーマとの関連性から精査し、
日本における EFL 環境での SDT 研究の問題点を明らかにし、この後に、問題を解決する
ための５つの実証研究に取り組んだことは、その手法の手堅さの面から高い評価に値する
ものと言えよう。また中心となる実証研究で、 Exploratory Factor Analysis (EFA) や
Confirmatory Exploratory Analysis (CEA)、Structural Equating Modeling (SEM) などの高度な
統計手法を採用しながらも、得られた結果の背後にあるプロセスを質
．
的な方法を通して詳
細に説明しようしている点は、阿川氏の堅実さと柔軟性の両面を感じさせる。  
 上記に加え、以下の６点からも、本論文は優れているものと判断することができる。  
 
（１） 日本の EFL 環境における SDT の研究の根幹をなす質問紙の 問題点を
指摘したこと、  
（２） その指摘に基づき、新たな質問紙を提案したこと、  
（３） その質問紙を利用した検証的研究や介入研究を行ったこと、  
（４） 日本における EFL 環境での SDT の妥当性を検証したこと、  
（５） Autonomy の再解釈を提案したこと、  
（６） 動機づけの観点からの教育的介入の可能性を具体的に示したこと、  
（７） 上記の成果が、国際研究誌  Asian EFL Journal（Quarterly および  
Professional Teaching Articles）に受理・掲載されるなど、研究の国際性
が確認されていること。  
  なお、本論文では、研究参加者に対して十分な説明をおこない、彼らが同意のもとで参
加する（あるいは辞退する）形式を採用していた。また、研究のいかなる時点でも、自ら
の意思でデータを撤回することを参加者に許容しており、教育介入でも、事後に回復処置
を行うなどしているため、研究倫理の面からも問題がないものと考えられる。  
 
 
 以上より、阿川敏恵氏の学位請求論文が、研究の方法や内容、記述の体裁や論理などす
べてにおいて、本研究科の博士号に値する水準にあることを、審査委員会一同が認めた。 
 
